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な し、 18 ( 34) 24 ( 49) 42 ( 41) 
あ る 32 ( 60) 21 ( 43〕 53 ( 52) 
その他／無回答 3 ( 6) 4 ( 8) 7 ( 7) 
53 (100) 49 (100) 102 (100) 
（〉内は，当該回答者の割合（%〉


























賃金等級／ 1! 213/ 41si6171 s/ g 
基本賃金（DM/h) / s.1s / s.9s I 6.17 / 6.4516.76 / 1.09 j 1.49 / s.o2 i s.13 
（注） 基本賃金は， 18歳以上の労働者に適用されるもののみ示した。
B. R S社の経営協定における基本賃金表
賃金等級／ 1 1 2 1 3 I4 1 s I 6 I 7 I s / 9 
基本賃金（DM/h) j s. 96 / 6.12 J 6. 2s J 6. 44 J 6. 60 I 6.76 J 6. 92 J 7. os j 7. 24 
賃金等級 I10 1 11 1 12 1 13 I 14 1 1s I 16 / 17 / 17a 
基本賃金（DM/h) j 7. 40 j 7. 56 j 7. n / 7. 88 j 8. 04 i 8.20 j 8. 36 j 8. 531 8. 70 
賃金等級／ 18 1 19 I 20 I 21 



























側 レファ方式による標準作業時間の設定方法については，次書参照。 E.Kosiol, Lei-
stungsgerechte Entlohnung, Wiesbaden 1962, S. 75-84. 高田馨訳『公正賃金の原
理』，千倉書房， 1965年， 63ー 72頁。
倒 たとえば，注仰の労働協約（賃金協約）(E）によれば，出来高給基準賃率は，出来高
基本賃金率の15%増と決められている。
'35) E. Teschner, a. a. 0., S. 50. 
側 出来高賃金形態の場合の超過出来高賃金がすべて超協約賃金を意味するわけで、はな
い。標準作業時聞が正しく設定されている場合に生じる超過出来高賃金は，協約賃金
であって超協約賃金ではない（H.Spix und H-G. Papenheim (Hrsgふ Weihnachts・ 










理 由 回 答 者 数
1. 景気，労働市場，人員不足 21 (42) 
2. 従業員の動揺 14 (28) 
3. 時間的なおくれ 13 (26) 
4. 時間研究係等々の不足 8 (16) 
5. 改訂に要するコストが高すぎる 4 ( 8) 
6. 評価の間違い，錯覚 3 ( 6) 
63 
（ 〉内は，全回答者のうち，当該理由を挙げた回答者の割合（%）

















経 営 ｜ 時金間ギ給ャ労ッ働プ者の（%賃） ｜｜過出来出来高給高賃労働金義者の（%超〉
1. 7 38.6 41 
2. 4 34.5 40 
1. 4 29.5 47 
3. 3 28.9 48 
2. 2 20.6 38 
1. 5 19.6 33 
2. 5 14.7 33 
3. 1 13.2 36 
1. 6 13.0 45 
1. 3 6.9 27 
1. 2 5.9 34 
発出来高給基準賃率を 100%とした場合の超過出
来高賃金の割合。



























的 Vgl.E. Teschner, a. a. 0., S. 51-52. 































(41) E. Teschner, a. a. 0., S. 83. 
(4Z) Ebenda, S. 83-84. 
























































































白。 Vgl.ebenda, S. 95. 
(47) Ebenda. 
同 Vgl.ebenda, S. 10. J. Bergmann, 0. Jacobi und W. Muller-Jentsch, a. a. 0., S 
226-227. 



























































イキ」との性格上の差異もある。 Vgl. J. Bergmann, 0. Jacobi und W. Muller-Jentsch, 





























側 Vgl.J. Bergmann, 0. Jacobi und W. Muller-Jentsch, a. a. 0., S. 400. E. Schmidt, 




















E. Schmidt (Hτsg.〕， Gewerkschaftspolitikin der Krise, Kritisches Gewerkschafts-





mann, O. Jacobi und W. Muller-Jentsch, a. a. 0., S. 399-404. H. Giinter and G. 
Leminsky, Labor in the Twentieth Century 3. The Federal Republic of Germany, 
in: J. T. Dunlop and W. Galenson (edsふ Laborin the Twentieth Century, New 
York 1978, p. 182. 
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このような賃金ドリフトの生成は，団体交渉が産業別・地域別に超経営レベ
ルで、行われることと団体交渉の一方の当事者である労働組合の抑制的な賃金政
策態度によって経営レベルで、独自に賃金を決定する余地が存在していることを
前提にしている。そして，これを前提にして，経営をとりまく経済の繁栄と労
働力不足としづ経済的・労働市場的要因に規定されながら一方における経営
側の労務管理政策と他方における従業員の賃金引上要求を背景にした経営レベ
ルの労使の賃金交渉の産物として賃金ドリフトが生成してきた。その際に，こ
の賃金ドリフトの生成に関与することによって，経営協議会は，経営組織法上
は本来扱えないことになっている賃金決定に，実質的に関与してきたので、あ
るO だが，経営協議会のこのいわば非公認の領域における活動は，経営組織法
上争議行為が禁止されていることに制約されて，それ自体が矛盾した二重の役
割を果してきたのであるO すなわち，従業員の利益を擁護する役割を果すと同
時に，従業員の潜在的な不満を経営に知らせる早期警報装置としての役割，さ
らには，かれらの不満を中和ないし解消する役割をも果し，客観的に経営の労
使関係の安定化に貢献する労務管理機能をも果してきたのであるO
ところが， 60年代後半から70年代において経済状況が変化したのを背景にし
て，「賃金ドリフト」の減少ないし負の「賃金ドリフト」が顕著になってきた。
これは，経営組織法に制約された経営協議会が，賃金交渉の領域においては，
もはや従業員の利益を擁護する役割を有効には果しえなくなったことを示して
いるO そして，この時期における多数の自発的ストライキの発生は，経営協議
会のこの役割が限界にきた結果であり，それは同時に経営の賃金交渉の領域に
おいて果してきた労務管理機能をも経営協議会がもはや果しえなくなったこと
を意味している。
以上，本稿では，経営協議会が現実に行っている諸活動のうち，賃金ドリフ
トの生成にかかわる側面に限定して経営協議会の果す役割とその限界を考察し
た。だが，経営協議会は，賃金交渉のほかに，労務管理上の諸問題，たとえば，
昇進・配転・解雇にも，また，技術革新・合理化にもなんらかの形で関与する
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ことになっているo さらに，自発的ストライキの場合に，経営協議会が現実に
どのような役割を果しているのかも検討しなければならなし、。したがって，こ
れらの公認・非公認の領域において経営協議会が現実に果している役割を総体
的に検討することによって，その本質，労務管理上の意義が解明されねばなら
ない。本稿は，そのための 1つの試みであるo
(1979年9月16日稿， 1980年1月15日一部加筆〉
